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第３回講座概要 

 

■日時 平成２１年１０月２５日（日曜日） 13:10～16:35 

 

■会場 株式会社秋津野 秋津野ガルテン 都市と農村の交流室・多目的室 

 

■出席 ◇受講生 公民館推薦  ９名 

         自主参加   ５名 

         公民館主事 １０名  計２４名     

 ◇企画委員       ３名 

西川一弘（和歌山大学紀南サテライト） 

近藤信子（田辺市社会教育委員） 

福田勝也（県生涯学習課学びの丘） 

    ◇オブザーバー 

     ・社会教育委員 

（西川委員、近藤委員） 

・公民館長      １名 

    西川館長 

◇事務局        ３名 

      大門生涯学習課長・小川生涯学習推進係長・中田地域教育主事 

 

■日程 

13:10     開会  

13:15～13:45 グループ協議（グループテーマ決定）  

13:45～14:45 講義  

演題『「食」と「農」をめぐる現状と都市・農村交流の到達点』 

講師 和歌山大学 観光学部 藤田武弘教授 

14:45～14:55 休憩  

14:55～15:50 グループ討議  

        テーマ①「田辺の地域資源をどう活かすか」 

テーマ②「観光を通じた農山村再生の可能性」 

ファシリテーター 和歌山大学 観光学部 藤田武弘教授 

15:50～16:10 グループ発表  

16:10～16:15 まとめ  

        和歌山大学 観光学部 藤田武弘教授 

16:15     閉会  

16:20～16:35  チーフ会議  
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班 № 氏名 館区 出席 備考 班 № 氏名 館区 出席 備考

1 佐武　範一 東部 ○ ﾁｰﾌ 1 折戸　富子 本宮拠点 ○ ﾁｰﾌ

2 滝本　勝己 万呂 欠 2 楠本　秀樹 中部 ○ サブ

3 中山　幸彦 上秋津 ○ 3 湯本　浩至 稲成 ○

4 玉置 　りさ 龍神拠点 欠 4 濱中　由喜雄 芳養 ○

5 山本　純司 南部 欠 サブ 5 大野　　 塁 長野 欠 サブ

6 坂本主事 中央 ○ サブ 6 三栖主事 中央 欠

7 榊原主事 中部 欠 7 宮本主事 万呂 欠

8 上田主事 本宮拠点 欠 8 雨積主事 龍神拠点 欠

9 初山　明日香 生涯学習課 ○

1 榎本　喜守 中部 ○ ﾁｰﾌ 1 山下　善久 中芳養 欠 ﾁｰﾌ

2 松場　三恵子 上芳養 ○ 2 地本　明日香 秋津 ○

3 坂本　政士 秋津川 欠 サブ 3 稲田　太祐 ひがし 欠

4 小松　利幸 大塔拠点 欠 4 羽根　益次郎 本宮拠点 ○ サブ

5 山本　喜理 東部 欠 5 室谷　正幸 大塔拠点 ○

6 山下主事 中央 欠 サブ 6 森口主事 中芳養・上芳養 ○

7 高根主事 秋津・秋津川 ○ 7 山本良主事 三栖・長野 欠

8 戎　主事 ひがし 欠 8 辻主事 大塔拠点 ○ サブ

9 岡本　将之 生涯学習課 ○

1 濵窄　忠人 西部 欠 ﾁｰﾌ 1 榎本　博文 南部 ○ ﾁｰﾌ

2 峯　      積 中芳養 ○ 2 富家　弘行 三栖 欠

3 谷　 　美鈴 新庄 欠 サブ 3 大森　一司 中辺路拠点 欠

4 松﨑　吉信 稲成 欠 サブ 4 木下　和哉 万呂 欠 サブ

5 松下主事 中央 欠 5 加藤　榮子 東部 ○

6 山本浩主事 西部・稲成 ○ 6 能城主事 芳養 欠

7 岡本主事 東部・南部 ○ 7 鍋島主事 新庄 欠

8 池田主事 中辺路拠点 ○ 8 下田主事 上秋津 ○ サブ

3 6

第２期　「田辺市地域コーディネーター養成講座」　第３回講座出席名簿

1 4

2 5
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【グループ協議】 

 グループ名とグループテーマを決めました 

 グループ名 グループテーマ 

１班  （ 未 定 ）  自然環境保全 

２班  ゆずりは  次世代育成 

３班  ツーリズム  観光 

４班  ハートステーション  地域の高齢者福祉について 

５班  地魅力（ちみりき）  人の集まる地域づくり 

６班  ＬＯＶＥ  子育て 
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【講義の内容】 

 講義：『「食」と「農」をめぐる現状と都市・農村交流の到達点』 

～地域づくりの新たな可能性～ 

講師：和歌山大学観光学部 教授  藤田 武弘 氏  

 

◇大学でどのようなことをしているか・・・ 

①現在、「食」＝「農業」という考えがなかなかなく、食卓に原料である農産物が並ぶま

での過程の様々な仕組みはいったいどうなっているのか。もちろん、国内だけではな

く、中国や海外などのことについても調べてきた。 

②日本国内の農業をどういう風に担い手を確保し自給率を上げていくのか。しいては、

それを通じて地域を元気にしていくのか。都市・農村交流を進める。 

 

◇「食」と「農」の現状について 

近年、立て続けに起こっている残留農 

薬や偽装表示などは「食」をめぐる諸問 

題の氷山の一角であろう。これらの偽装 

問題に対し、国は「賢い消費者」（消費者 

自身が判断できるよう)になってもらお

うと「安全・安心」を確保する為の食品

表示制度を充実させている。なかでも牛

の狂牛病対策が深刻に捉えられており、

牛肉を買うと必ず固体識別番号が表示さ

れている。この番号を入力するとその牛

の親がどこで生まれ、どのような餌で育

ったか、どこの屠畜場で解体されたのか、どこのメーカーで枝肉になったのかがすべて

わかる仕組みを「トレサビリティー（追跡可能性）」と言い、徐々に整ってきている。今

では、牛肉だけでなく様々な食品にこの機能が備わっている。そこまでして食の安全を

確保しなければならないなんて日本はなんて不幸な国と外国の方が言われたが、まさに

その通りだと思っている。 

 

「食」にまつわる諸問題にはもうひとつ、食の簡便化・外部化がある。簡便化とは、電

子レンジとはさみがあれば、包丁やまな板などが必要ない時代がきたと言われている。

実際、昔は家には何種類かあった包丁も、現在では包丁代わりとなるはさみがひとつあ

れば、パックを切って電子レンジで温めれば色んなものができる。こういうことを簡便

化という。もうひとつは、外部化です。ファミリーレストランなどで食べることは外食

（がいしょく）と言い、食材を買ってきて家で調理をして食べることを内食（うちしょ

く）と言います、その外と内の真ん中のことを中食（なかしょく）という。調理済みの

食品を買ってきて食べること。この中食市場がどんどん拡大してきている。こういうこ

とを食の外部化といっています。 

 

昔は作った人と食べる人との距離が非常に短く、お互いに顔が見れる状態だったが、
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今では中食に象徴されるように食卓に並ぶまでにいろんな人の手を通って食品がやって

くる。冷凍餃子の件のようにいつどこで誰がどうやって異物が混入されたのかを特定す

ることが難しくなってきている。「食（消費の現場）」と「農（生産の現場）」との距離が

広がってきている。（乖離
か い り

）このことにより、食べる消費者が、どんな思いで生産者が物

を作っているのかを理解できなくなりつつある。しかも、フードシステムは高度化して

おり、冷凍食品やチルド食品だけで何ヶ月も腐らずに持って大丈夫なのかと思うほど、

色んな加工工程があり、それだけでなくいろんな人の間をいろんな人の手を通って入っ

てくるとますますわかりにくくなっている。したがって、食育や食の現場になっている

「農」、介在する流通、食品メーカーそういったものが本当にどうなのかを伝えていかな

いとダメだという時代になってきている。こういうこともあって、生産者の顔が見える

ということで農産物の直売所が非常に安心感のある流通だということで流行っていると

いうことだろうと思う。 

 

「国際化」とは良い言葉に聞こえるが、食の国際化に関してはあまり良いものではなく、

非常に多くの矛盾が生じてきている。エネルギーとしてのバイオ燃料の原料に食物由来

のものを使用し始めている一方で、日本は少子化が問題ですが、世界の人口は今後 30年

で、現在 65億人ほどなのが 90億人にまで増えるだろうといわれているため、これだけ

の人口に賄えるだけの食糧生産ができるのだろうか、ということが問われている。しか

も、人間が食べる食料と石油に代わる代替燃料のバイオエタノールが必要だということ、

中国やインドなどのいわゆる途上国の消費生活が非常に変わってきていて、富裕層がた

くさん生まれてきていることにより食生活が日本の高度経済成長の10倍ほどのスピード

で変わってきている。日本も経験したことだが、食品の加工、加工品に対する依存、特

に乳製品や畜産加工物に対する依存が強まってきている。当然、工場生産で牛や豚がで

きるわけではないので、餌としての飼料穀物が必要になる。今までは、それを自給でき

ていましたが、３年ほど前からそれすら輸入せざるを得なくなった。そのことで、人間

が食べる食料と家畜が食べる餌と石油に代わるエネルギーとの３つのせめぎ合いが起こ

っている。グローバリズムというのは世界的に見ると色んな問題を含んでいて、それに

より食物を持ってくる地域に色んな負担をかけてしまい、あるいはその地域の伝統的な

食文化が世界中みんなマクドナルド化してしまい無くなっていっていることへの反省が、

スローフードとかローカリズムとかいろんなことで始まっている。日本では「地産地消」

とか聞いたことがあると思いますが、それらのことが食に関して起こっている。 

 

 こういった動きの中で、食を支えている「農」はどうなのでしょう。今、自給率は４

割を切っている。この自給率を放っておいたら大丈夫なのだろうか。消費者は不安を抱

えているが、肝心の農を支える人たちがどうなっているのか。2005年の農業就労人口は、

1965年と比べると 70％の減少である。兼業化、あるいは高齢化、女性化という形で非常

に進んできている。これらは、農業だけでは生活していけないという農村の悲鳴の表れ

である。人間がこれから生きていく為の基盤産業である農業、この担い手をどうするの

かが今問われてきている。その時に、従来のように農家の息子や娘だから農業を継ぐだ

けで農業の担い手を考えたら、おそらく展望がないだろうと指摘されている。実際に非

農家の団塊世代や若い世代も今非常に農業に新たな関心を持って注目を始めているとい
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う動きもある。そういう人たちをどうやって生産の担い手として力を借りていくのかと

いうこともこれから大きな問題になっていくだろうと考えられる。 

 

そういう「農」を生活面で支えているのが集落や農村であるわけだが、そこでも、耕

作放棄という現状が非常に進んできている。農業が色んな環境の価値を持つというのは、

それはきちんと生産活動を行われている限りにおいて価値を持つ。放棄してしまうと、

荒らし放題になりマイナスとなってくる。特に、耕作放棄と関わって「限界集落」とい

う言葉が使われている。65歳以上の人口が 50％を超えた集落で、共同体の草刈りや水路

の掃除などが担えないようになってきている集落のことを、最近「限界集落」という名

前で呼ぶことも増えてきた。しかも、そういう集落がこれから５年、10年というスパン

で見ていったときに、本当に危機的に無くなっていくのではないかということをあちら

こちらで報じられている。今は 2009年ですが、日本は来年から年間 50万人という勢い

で人口が減少していく。50万人くらい大したことはないと思われるかもしれないが、実

は島根県の人口が 60万人だから、年間に島根県一県分に相当する人口が日本中から消え

てなくなるというこういう社会が来年から始まる。しかも、その減り方というのは都市

も農村も万遍なく 47で割ったような形で減っていくのではなく、やはり農山村、条件不

利といわれる地域のほうがはるかに減りが大きいという形で地域の格差問題がもっとは

っきりしてくるだろうという問題が不安視されている。 

 

暗い面ばかりではなく、都市と農村の関係はどのように移り変わってきたのかという

ことです。近世の都市と農村関係というのは時代劇や文献でよく見かけるが、都市と農

村は分かれていたわけではなく、江戸という都市もそれほど大きな都市ではなく、非常

に農村と入り混じった形でその都市に集まる人々の食は、近郊で入り混じった農村から

供給されていてその都市部の人々のし尿や金肥を近郊の農村が畑に還元していて、まさ

に有機肥料で生態系の循環がかなっている。それが都市と農村の関係であった。江戸幕

府では、農民は絶対生かさず殺さずという当時の言葉がありますが、死んでしまっては

幕府の財政も成り立たず、食の問題も解決しないということははっきりしていた。それ

ぐらいある意味相互に非常に依存しあった関係を日本は続けてきていたのですが、本当

に短い間にいわゆる戦後の高度経済成長の中で日本の都市と農村関係は大きく変わって

しまった。それを典型的に象徴する言葉が、最近の子どもさんであったら小学校や中学

校の社会科、高校の現代社会の授業で必ず出てくる「過疎」と「過密」という言葉で、

都市部は人が集まるので「過密」、農村部は人がまばらになっていくので「過疎」といわ

れる。都市と農村は非常に対立的な立場で描かれてきたのが日本の戦後の過程である。

この短期間にこういう関係になったのか、それは、農村の労働力が都市の産業に引っ張

られていったからだ。農村の子どもたちが集団就職をして、その親までもが都市部に働

きに行くようになったから、農村にはおじいちゃん、おばあちゃん、お母ちゃんが残り、

いわゆる「“三ちゃん”農業」といわれる言葉が生まれた時代、これが日本の高度経済成

長のひとつの姿だった。もうひとつは、農村にどんどん都市的なものが入っていく、非

常に不幸なことに、都市と農村のゾーンニング、いわゆる計画的な都市づくり、国土作

りということをあまりやってきてはいない。資本の言うがまま、あるがままにやってき

ている為、ヨーロッパの都市の周りには大規模な森が残っていたり、公園が残っていた
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りという風な都市づくりとは全く違うような景観になっているのはそういうことなのだ。

都市化がどんどんと農村を包み込んでいく、リゾートという名の下に農村がどんどんと

食い荒らされているということなんかも起こってきた。そういった人の問題や土地の問

題の二つの問題が、農村からどんどん都市へ吸い取られていくというのが本当に戦後の

40～50年の姿だった。それを支えたのが、「国際分業論」という考え方だ。これは、「日

本の農業は国際的に見て著しく零細で、生産性も低く、コストも高い。このような能率

の低い農業を国費で保護するというのは国民経済的に大きなマイナスだ。従って、今後

国内の農業は選び抜かれた少数の能率の高い企業的なものだけを残してあとはやめてし

まえばいい。それによって、余った土地や労働力は、生産性の高い ITやハイテクあるい

は電化製品、自動車といった産業部門に力 

を注ぎ、それらの製品を輸出して逆に安い 

農産物を大量に輸入すれば、世界史的に見 

て資源を効率よく利用しているようにもな 

るし、国際化社会が求めている市場原理に   

それは合致しているのだ。安い海外食料品 

を輸入すると消費者の負担軽減にも繋がる 

し食生活も豊かになる｡｣このような考え方 

が、高度経済成長期にしきりにマスコミを 

通じて流されてきた。今、この考え方を学 

生に紹介すると､｢環境やエネルギー問題が 

あるのに、こんな考え方が当時はやったな 

んて信じられない。」と言うが、その当時の国民はこれが当たり前だと思ってこの考えに

染められてきた部分があったのかなという気がする。しかも、その国際分業論がもたら

した一番の不幸は、そういう中で農業をやっている、農村で生活をしているという人た

ちの誇りを奪ってしまったということだ。農村で生活している、あるいは農業をやって

いくという、その一次産業という一番国民の基本的な産業に従事しているということが

３Ｋ(危険・汚い・きつい)産業の代表のように言われた。その当時、大学を選ぶ時農学

部に行くと言うと否定的なことを言われたが、今ではバイオテクノロジーやエネルギー

の問題や環境問題、食糧問題のかかわりで農学部を選択するなど、現代の若者は今の地

球が何を問題にしなければならないかがわかっている。実は、この分業論が闊歩してい

た当時はそうではなく、本当に農業で生活し農村で生活をしている人たちが自らを低く

貶めていらざるを得ないような社会的な風評が作られてきた。これが、日本の最大の不

幸であったのではないかという風な気がする。ところが、その都市と農村関係も少し最

近変わってきた。それが近年の新しい動きで「共生」「対流」という。平成 17年に行っ

た調査では、団塊の世代の人たちが農山村で生活してみたいという考えを持っている人

が三割います。それに、20代の人たちも農山村での暮らしに憧れを持っているのが強い。

団塊の世代の人たちの農村に対する考えは「懐かしい」で、若い人たちの考えは「驚き、

発見、新鮮」である。自分たちが今まで見知ったことがなかったことが、農村にはある

ということなのだ。仕事の問題、ブロードバンドの環境（インターネットの設備）が整

っていれば、農村で子育てしても構わないというそういう選択肢を持っている若者たち

がいますし、増え始めている。その中で、国も政策面で交流人口（都市と農村を行きか
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う人口）を拡大するとか、農村に対して新しい眼差しを向けていることを利用しながら、

農村にあたりまえのように眠っている資源を発掘してみる、そしてそれを使って農業だ

けをやって農産物を売るだけではなくて、地元の工業あるいは商業と連携して付加価値

を付けて地域の活性化を図っていこうという農工商連携といった動きが政策的な動きと

してある。特に地域づくりや農山村再生ということには、交流人口、地域資源、農工商

連携は必ず出てくるキーワードである。その中で、都市・農村交流というものが展開し

動き始めている。都市住民の農山村への思いが変わってきている。従来、３Ｋのひとつ

であった農業が、都会に住んでいることでこれからの生活に疑問を抱き始めているとこ

ろが、農山村には「憩いの場」や「癒しの場」があり、若い人にとっては新たな学びが

そこにはある。これらが、農山村が持っている価値なんだということを、都市住民がも

しかすると農山村に住んでいる人たち以上に認め始めている。その中で、農山村にしか

ない固有の資源、つまり手付かずの自然や夜空にきらめく星であったり、誰が作ったか

わかる本物の食材、あるいは地域の伝統的な文化であったり歴史であったり、あるいは

習慣であったり、そういったものに対する価値を見出す都市住民が増えてきている。今

までは農山村はどちらかといえば受身であったが、都市に対して引け目を感じて生活し

ている人が多かった。農山村を豊かにするといっても、外部頼み、どこかの企業がやっ

てきて雇用を確保してくれる、リゾートが来て地域にお金を落としてくれたとかそんな

思いで農山村は受身でやってきた。ところがその受身で来た農山村が夕張を始めとして、

色んな負の財産をひょっとしたら次の世代に残しかねないということを気づき始めてい

る。自分たちが何とかしなければならない、という自立性が育ち始める条件が農山村で

起こってきている。色んな農山村を見てきて、元気な農山村ほど女性が多くて発言権を

しっかり持っている。特に女性たちは今、従来は作ったものをただ単に売るだけであっ

た農業を、直売という形（顔が見える状態で売る、安心できる形で売る、あるいはそれ

を自分たちでその食材を食品に加工して売る、レストランで食べてもらう、農家に泊ま

ってもらって交流を図る）の全ての主役になるのは、なっているのは実は女性なのだ。

男性はいろいろと解釈して動かないが、女性は動くのでどんどん局面が変わっていく。

こういうことが今農山村で目立ってきている。昔は嫁に来ると家に縛られていたが、今

は家族経営協定を結んで女性も農業に参画し発言権を持ったり、起業家として目覚めて

きている。地域は待ったなしの状態なので、国や自治体は担い手を従来型の農家の後継

者だけに求めていたのではどうしようもない。都市と農村との交流の中で、人頼みでは

なく、地域の人が主体的となって交流の意義を認めたり、当たり前に思っている地域の

資源に目線を当ててみたりして初めて地域再生の可能性がある。人頼みの外部依存型開

発に対して自治体も危機感を持っているので、都市農村交流を支援する仕組みを農林水

産省だけでなく、総務省、経済産業省、国土交通省などが後押しを始めている。 

 

グリーンツーリズムが今流行ってきているが、グリーンツーリズムというのは、農林

水産省の定義では、「緑豊かな農山漁村地域で、その自然文化人々との交流を楽しむ滞在

型余暇活動」である。ヨーロッパのグリーンツーリズムは、年間 40～50日の有給休暇を

使って、バカンスで都市住民が農村に長期滞在する。日本のように、一週間の有給休暇

も消化できない社会とは違っている。滞在型グリーンツーリズムは難しいが、こういう

国づくりをしていかないと都市農村関係の格差をなくすことも難しいことは国も認識し
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ている。90年前後から 2000年にかけて農業に関わる法律も様変わりし、消費者視点を導

入した新しい基本法では、農業の生産振興より都市農村交流に力を入れていくように展

開している。 

 

都市農村交流では、直売所や観光農園、子どもの体験学習、農家民泊での作業体験・

ボランティアを通じて、より農村に関心をもった人たちが週末の田舎暮らしや滞在型の

市民農園を利用したりする。また、Ｉターン・Ｕターン・Ｊターンというように、農山

村に向かう人の流れができていく。この流れを作ってはじめて、農山村と都市とをバラ

ンス良く国づくりできる。国は、農村サイドや都市サイドの人々が求めている仕組みを

後押ししている。 

 

国はいくつかの方法で都市農村交流を進めているが、４つに注目して話をする。 

１つは農産物の直売所である。これは食の安全安心ということに関心が高まっていて、

ここに行けば農家の名前や顔写真・産地の写真があり、レジの人が作り方や食べ方を教

えてくれる。スーパーでは味わえない顔が見える流通で、全国的に伸びて成長している。

2004年の統計では、常設の大型施設が全国に12,000ヵ所あり、当時の推定販売額は2,300

億円である。和歌山県には全国一の農産物の販売額を誇る直売所「めっけもん広場」が

紀ノ川市にあり、25億円の売り上げがある。

また、12億円の売り上げがある「やっちょ

ん広場」が橋本市にある。「紀菜柑」もがん

ばっているが、「めっけもん広場」や「やっ

ちょん広場」とは商品構成が異なっている。 

 

もう１つは市民農園である。都市部の市

民農園は、都市住民が農的なものに接する

ということで非常に重要な場であるが、税

金問題や農家が直接耕作していないといけ

ない等、農家は都市住民に貸してあげたいが一歩踏み出せないということがある。最近

いろいろなタイプの市民農園がでてきて、全国に広がりを見せている。2008年には 3,273

ヵ所市民農園があり、そのうち行政が開設しているものは７割、都市地域にあるものが

８割である。 

 

もう１つは農家民泊である。農家民泊は、小中学校が海外旅行をやめたことと、でき

るだけ体験をさせるということが学習指導要領にあり、体験教育旅行が今ブームになり

つつある。向かう先は農山村で、受け皿として農家に泊まることにも価値があり、昨年

度から始まった「子ども農山漁村交流プロジェクト」にこの田辺地域も名乗りを上げて

いる。全国の 1,500万人の小学５年生を一週間程度農山村で宿泊体験させ、命の大切さ

や農山村でのくらしを体験させるという、総務省・文部科学省・農林水産省の３省合同

のプロジェクトである。民主党政権になっても引き継がれ、このプロジェクトは広がり

を見せている。ここでは、農家に泊まるという民泊が非常に大事であり、その受け皿と

しての仕組みを作っていくためには、農家が他人を家に泊めることに一歩踏み出してい
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くという点で、農村を変えつつある。普段農山村で話をしたことがなかった人が、子ど

もたちを受け入れ、子どもたちの安全を考えたときには緊密に連絡を取る必要があるの

で、そこにコミュニケーションが生まれてくる。2004年には、全国に農家漁家民宿が3,671

軒あり、宿泊者がのべ 240万人であった。 

 

もう一つが農山村型のワーキングホリデーである。これは、忙しい時期の農家の労働

力を何とか確保したい、一方で農山村に関心を持っている都市住民はほんまもんの農家

で体験したいという２つのニーズをうまく結びつけたものである。都市住民が忙しい時

期に農家に泊まり、農家はその事にお金を払うのではなく、農家と同じ暮らしをしなが

ら手伝いをするということである。これを経験した人が、農業をやってみたいとか農山

村で暮らしてみたいという移住・定住を志すことにつながり、地域にいろいろな変化を

もたらしてきている。 

 

もう一度簡単にみてみると、直売所は非常に大型化している。事業面では、単に直売

所をしているだけでなく事業を多角化してきている。直売所では、一般のスーパーの流

通とは違って、曲がったキュウリ等も個性豊かな農産物ということで評価され現金収入

が確保できる。直売所の魅力は、ちょっとずつの品目が大量にあることである。したが

って、小規模多品目生産者は直売所に向いている。高齢者や兼業農家は、直売所ができ

たことで元気になるという効果が生まれてきている。日本の直売所のおもしろいところ

は、常設大型である。世界には直売所はたくさんあるが、朝から晩まで毎日開店してい

るという直売所は日本だけである。ヨーロッパでは、土日の教会の礼拝の時に農家が教

会の広場にブースを作って行っている。日本では常設されているため、リピーターとい

われる都市住民が出てきて、都市住民と農家との交流が生まれる。これが日本の直売所

の大きな特徴である。 

 

市民農園は、農家以外の人が農地の一定区画を借り入れて、市民的に利用することを

市民農園という。農園を所有しているのは農家であるが、支援する法律もできてきた。

今注目されているのは、農園利用方式である。これは、農家が貸しっぱなしにするので

はなく、地元に持っている農園に利用したい都市住民を集め、必ず畝ごとにどんな作物

を作るかを決めさせ、農家が営農指導をしながら行うタイプの農園である。これは、農

家の経営の一環として市民農園を営んでいるという理解がされるので、税制面で貸しっ

ぱなしにしているのとは違ってくる。都市近郊の農園は、農園利用方式をしながら農地

の有効利用と市民の農業理解の促進に貢献している。農山村地域では、滞在型の市民農

園というコテージつきで、週末にここに来ると泊まりもできて畑を耕して帰ることもで

きる。週末に農山村暮らしをしてみたい人たちの農園も各地にできている。これにより、

耕作放棄地の解消であったり、交流促進には期待が持てたりと言われている。 

 

農家民泊は、体験教育旅行が大変広がり増えていて、全国で体験教育旅行を実施して

いる小中学校は 16％ある。実施を予定している・検討しているものを含めると４割くら

いあり、農山村での体験教育旅行の方向に動いている。滞在施設としては、公共施設や

民間のホテル・旅館もあるが、農家民泊がそれなりのウエイトをもって位置づけられて
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いて、国もこのことで支援をしている。従来であれば、旅館業法では利用者用の便所が

なければいけないとか、食品衛生法では利用者専用の台所がなければ泊めてはいけない

ということがあるが、国は今規制緩和の方向に進んでいる。例えば、泊まった小学生と

台所で一緒に食事を作る体験をすればよいというように規制緩和がされてきている。地

域において子どもたちを泊めるとき、農家の母親達が一番負担に思うことは、食事を作

ったり入浴させたりするときの衛生面に気遣うことであるが、泊食分離方式（農家で泊

まるが、食事は地元の食堂を利用したり、公衆浴場を利用すること）を採用すれば、農

家だけメリットを受けるのではなく地域の商業施設にもメリットが広がっていくので、

受け入れに対する地域交流が図られるとともに、人材活用を図る機会も増えてくる。子

どもたちを安全に受け入れるために、あまり話しなかった人たちがしゃべったり、おじ

いちゃんおばあちゃんが昔の話をしたりということに価値があり、波及効果が生まれて

きている。 

 

ワーキングホリデーとは、本来国際理解を促進することを目的に、一年間の限定的な

ビザを与え観光しながらその国や地域で働いてもよい制度である。これをうまく理活用

した農山村型のワーキングホリデーがさかんになってきている。農林業や農山村に関心

のある都市住民に人手が不足している農家が寝食を提供することで、お互いにギブアン

ドテイクの関係である。お金をもらう方式ともらわない方式があるが、無償方式の方が

成功しているようである。全国で実施しているのはまだ３％くらいであるが、農山村は

労力不足なので、都市住民の思いをなんとか理活用しながら農山村を何とかしようとい

うことで、農山村型のワーキングホリデーをやりたいという地域が 20％ある。和歌山で

は今年から日高川町が取組を始めた。効果としては、初めは都市住民に任せて大丈夫か

と心配していたが、ワーキングホリデーに来る都市住民はものすごく熱心で一生懸命仕

事をする。そういう人たちの思いに支えられ、農業をやっている人も刺激を受けている。

また、帰ってからは、そこの農産物を通信販売で買ってくれるという経済効果も生まれ

ている。さらに、その地域で就農したいという思いをもってワーキングホリデーに来る

若者もいる。これは、他産業でのＵ・Ｉ・Ｊターンにもいろいろな効果を及ぼしている。 

 

都市農村交流が今どういう段階にきているかというと、１つはヨーロッパのような滞

在型ではないが、小規模だが質の高い交流が生まれている。支えているのは農家だけで

なく、地元の非農家や地域外の応援団だったりする。双方向的な交流・実践というのが

日本の都市農村交流から生まれてきている。もう１つ、その背景には、国際分業論的な

市場原理に対峙する食と農との関係のあり方をもう一度見直していきたい。地産地消、

スローフード、食育など地域密着型の実践が底流に流れている。これがヨーロッパの滞

在型のツーリズムとは違う日本型のツーリズムである。 

しかし、問題の１つは、どこかが成功するとすぐにそれを真似するという経験主義が

多い。先進地視察に行くのは良いが、自分たちの地域に即して何ができるのかというこ

とを工夫しなければならない。体験交流というのは、イベント的に打ち上げるのはたや

すいが、５年10年と続けてきて初めて実りが出てくる。継続的に交流していくためには、

日々いろいろなことを見直していくという発想の転換が必要であり、単発で花火を上げ

るような交流は慎むべきである。もう１つは、民泊に見られたように、国や県は規制緩




